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再帰的近代化の理論の概要
ー「再帰的近代化の経営学」のためのテーゼ―
大橋昭一
I . まえがき
組織離れや個人化に象徴される現在社会の動向について種々な考え方が
提示されている］）。その有力な 1つに， ドイツのベック (Beck,U.) らが唱
えている再帰的近代化の考え方がある。これは，一言でいえば， 20世紀末
から今日にいたる状況を，近代化が生み出した必然的結果であると考える
ものである。
近代化により組織中心の経済体制が生まれ，組織された資本主義論がパ
ラダイム的に展開されてきたが，ラッシュ (Lash,S.)やオッフェ (Offe,
C.)によると，そうした時代は1960~70年代に終わりをつげ，組織揺らぎ
の資本主義が現れている尻こうした組織揺らぎの根本をなすものは個人
化であり，個人化は近代化による経済水準•生活水準の向上によりもたら
1) この問題についての欧米論者の諸見解は下記で論じている。大橋昭一「現在社会
の動向についての一考察一再帰的近代化の経営学への一章一」『関西大学商学論集』
第46巻第3号， 2001年 8月1ページ以下。
2) Lash, S./Urry, J., The End of Organized Capitalism, Cambridge: Polity Press, 1987. 
Offe, C., Disorganized Capitalism-Contemporary Transformations of Work and 
Politics―, Cambridge MA: The MIT Press, 1985. これらの所論については，大橋昭
-「組織された資本主義から組織揺らぎの資本主義ヘ一再帰的近代化の経営学への
一過程ー」 (1), (2), 『関西大学商学論集』第44巻第 5号， 1999年12月， 51-69ペー
ジ，同第6号， 2000年3月1-20ページで考察している。
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されたものである。近代化のさらなる進展により個人の近代化がおこって
個人化・組織離れが生まれる。つまり，近代化自身が組織的経済体制，す
なわち近代化を立ち行かせないものを生み出す。これが再帰的近代化論の
端的な主張である。
個人化・組織離れの問題は，いうまでもなく経営の理論と実践にとって
根本的に重要な問題である。筆者はこの問題について再帰的近代化の立場
から経営理論の構築をこころみるべくすでにいくつかの論考を発表してき
たが，最近，ベックらにより再帰的近代化の理論を集約的に提示する著が
刊行された3)。本稿はそれに依拠して，再帰的近代化の経営学の観点から
現段階における再帰的近代化論の理論内容をまとめて提示し，若干の考察
をこころみるものである。
I. メタ変化の理論
再帰的近代化は，近代化（第1次近代化）のうえにたって第 2次近代化
がおこり，それが近代化そのものを立ち行かせないような個人化傾向等を
生むことをエッセンスとする。社会・組織の弁証法的発展の考えに立脚
し，近代化の近代化を主張するものであるが，第1次近代化と第2次近代
化とのあいだにおこる変化は，ベックらによるとメタ変化 (Meta-Wandel)
といわれる。その場合第 1次近代化の内容はどのようにとらえられるか。
それからみてみよう凡
3) Beck, U. /BonE, W. (Hrsg.), Die Modernisierung der Moderne, Frankfurt (M): 
Suhrkamp, 2001. なお同書「はしがき」によると，その再帰的近代化論は直接的には
下記書物を出発点とする。 Beck,U. /Giddens, A /Lash, S., Reflexive Modernization, 
Cambridge: Polity Press, 1994. (松尾精文／小幡正敏／叶堂隆三訳『再帰的近代化』
而立書房 1997年）なお同書の概要は大橋昭一編著『21世紀の大学・企業・社会』
（関西大学出版部， 1998年）第 1章大橋昭一「21世紀の大学・企業・社会を展望し
て」の第 5節「再帰的近代化の進行ーまとめにかえて一」で論述している。
4) Beck, U. /Bo述，W./Lau,C., Theorie reflexiver Modernisierung―Fragestellungen, 
Hypothesen, Forschungsprogramme, in: Beck/BonE (Hrsg.), a.a.O., S.11, 20-21. 
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(1) 第 1 次近代化の内容•特徴
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1)第1次近代化の社会は．第 1には国民国家であり，地域（領土）に拘
束され，社会活動・経済活動もそれに拘束されたものである。
2)その社会は，プログラム化された個人化 (programmatischeIndividuali-
sierung)の社会であり，各階層あるいは各階級ごとに単色化され，各集
団ごとに決まった生活態度があって，人々はそれにより境界づけられて
いる。個人は形式的には自由かつ平等であるが，階層や階級や地域と
いった要因により集団的に拘束された存在である。この意味においても
人間は 1個の主体として完全なものではなく，限定された主権(begrenzte
Souver血itit)しか有しないものであり，準主体 (Quasi-Subjekt) というべ
きものである。
3)その社会は，一般に資本主義といわれる営利経済社会 (Erwerbsgesell-
schaft)であり，なんらかの形による営利経済活動への参加により生計が
たつものであることを基本とする。それ故，人々にたいしては完全就業
（雇用）がスローガンになる。
4)その社会は，自然について，人間の外部にあって人間により無限に利
用されうるものとして，自然の営利的利用という自然観のうえにたっ。
5)その社会は，科学的に規定された合理性概念のうえにたち，科学的技
術的進歩を無限の価値として，科学・技術による自然支配を推進する。
6)その社会は，機能的差異化 (funktionaleDifferenzierung)を根本的原則
とし，専門化を中軸に各機能分野が境界づけられており，社会はその複
合的関係として形成される。
7)以上により現出した第1次近代化社会は，次のような一般的特徴をも
つ。すなわち，社会と国民国家との等置， コーポラティズム的交渉シス
テム，信頼できる社会システム，規制された産業・ 労働関係，企業形態
による労働と生産，完全就業（雇用）の理念，標準的就業人口に基づく
フルタイム就業者による労働関係，階級・階層構造，階級構造に根ざし
た大衆政党男女間の分業に立脚する小家族制，自然と社会の明確なる
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境界，知識と非知識との明確なる境界，われわれと他者との明確なる境
界。
8)このような第1次近代化社会は，第1次近代化により生まれたもので
あるにもかかわらず，多くの者によって自然的なものとして不変なもの
と主張されることを特徴とする。
これにたいし第 2 次近代化の内容•特徴は概ね次の諸点に求められる 5~
(2) 第 2 次近代化の内容•特徴
1)生産力の発展により社会活動・経済活動の範囲の拡大・境界変更が生
じ．グローバル化が進展して国民国家の枠を弱めた。グローバル化は境
界薄弱化 (Entgrenzung)の1つである。
2)生産力の発展による全般的な経済水準の向上により生活水準が向上し
て個人の生活力が強まり．個人化傾向 (Individualisierungsschub)が強
まった。とくに1960年代以降において階層ごとの単色的な生活様式は薄
弱化し，その社会的意義はかなり弱まった。これにより自由と平等がこ
れまで実質のないものであったことが明確になった。
3) こうした個人化傾向によりジェンダー革命 (Geschlechterrevolution)が
おき．旧来の性差による分業は解体し．家族内部関係も変化した。
4)流通革命やIT革命など第3次産業革命といわれる生産・経済のフレ
キシブル化により不完全就業が常態的となり．旧来の完全就業体制．さ
らには営利経済体制・企業経済体制は危機に陥り．社会運営や生計維持
は営利経済（企業経済）体制だけに依存するものではなくなってきた。
5)地球規模でのエコロジー的危機の問題が生まれて政治的問題となり，
自然の無限的利用という考え方は妥当性を失い，自然も社会の内部的要
素ととらえられるようになった。
6)以上のように第 2次近代化の根本的中心概念であるのは．グローバル
5) ebenda, S.22-23. 
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化・個人化傾向に立脚する社会の流動性・多様性の深化で，旧来の境界
（カテゴリー）の変化，複数化多様化を大きなキーワードとする。境界の
変化・多様化は旧来の境界の後退・薄弱化や別の境界との選択可能性の
増大．それにともなう多様化を含み，かつ複数境界のあいだでの衝突可
能性を含む。
こうした第 2次近代化について理論的には次の諸点が提起されてい
る6)。
(3) 第2次近代化の理論
第1次近代化から第2次近代化への移行については，広く考えると， 3 
つの考え方がある。まず，第1次近代化の継続により第2次近代化への移
行が生じ，その間に特段の飛躍 (Bruch)はないとするもの（近代化継続論：
Weiter-so-Modernisierung) と，その間に飛躍があるとするものとの 2者があ
り，後者はさらに，再帰的土台主義論 (reflexiverFundamentarismus) と，
再帰的多様主義論(reflexiverPluralismus)に分かれる。再帰的土台主義論は，
家族から始まって労働理念にいたるまで旧来の価値や考え方が打ち破ら
れ，土台から新しい形の根拠づけがおきているとするものである。これに
たいし再帰的多様主義論は，近代化過程の動態性を重視するが， しかし士
台の変更までは進まず，時間的空間的に限定された再構造化に志向すると
するもので，近代化継続論と再帰的土台主義論との中間形態のものである。
この場合，再帰的近代化論は第1の近代化継続論はとらない。第1次近
代化と第 2次近代化とは，この意味では歴史的に非連続 (historische
Diskontinuitiit) と考えるが， しかし第 1次近代化の否定 (Absage)を主張
するものではなく，また，社会の革命といった意味での根本的変革を主張
するものでもなく，徹底的な近代化 (radikalisierteModernisierung)の進行
を主張するものである。
6) ebenda, S.48-49. 
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この場合，再帰的近代化論がいう徹底的近代化には 2つの意味・内容が
ある7)。第1は．もともと近代化は社会のすべての領域や単位において均
等に進むのではなく，不均等に進み．前近代的なものが残存したり，近代
化で遅れるものがあるが，第2次近代化ではこれらについても近代化が進
むという観点である。第 1次近代化で近代化からはずれるものには，例え
ば小家族制や伝統的共同体などがあるが，実はこれらのものは近代化過程
で生まれる弊害を防いだり緩和したりする役割を有してきた。近代化の進
展はこれらのものにも及ぶ徹底的なものとなり．これら非近代化的なもの
が近代化される。この意味で第2次近代化．つまり再帰的近代化は近代化
の近代化であり．徹底的近代化であるが，こうした第2次近代化の進行は
それ故．個人の社会的拘束からの解放．個人の主体化の意味をもつと同時
に．他方では社会的統合の欠如化．それにともなう不安定化という二重性
をもつ。
徹底的近代化は第2に．第1次近代化のなかで生み出された科学・技術
などが無限的自然観．つまり自然の最大の克服・征服の考えに基づき，社
会的考慮を離れて進歩•発展をとげ，万ー事故のようなときには人間や社
会だけではなく科学・技術をも立ち行かせないようにするほど徹底的なも
の，あるいは行き過ぎたものになっていることをいう。それ故．第2次近
代化の社会は，常にリスクを背負ったものであって． リスク対策が講じら
れる一方．日々リスクが生み出される状況にあるリスク社会という特徴を
もつ。
徹底的近代化は以上のように．これまでにおける社会の進展からいえば
主として副次的領域で進むものであり，それは主として副次的領域におけ
る変化のうえで生じる変化．メタ変化であるということができる。その意
味では社会関係の根本的変革という意味での飛躍や非連続をいうものでは
ない。すなわち．それが問題とするのは，一般に資本主義社会といわれる
7) ebenda, S.34-35. 
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ものの内部での飛躍であり非連続である。これまでの資本主義の発展にな
ぞらえていえば．例えば自由競争段階の資本主義から独占段階の資本主義
への移行といったレベルのものである。ただし．再帰的近代化論が主張す
るものは．それが単なる副次的領域での変化にとどまらず，社会の土台的
構造や基礎的制度の変形 (Transformation)にまで及ぶということである凡
以上のような徹底的近代化を内容とする第2次近代化の進展により土台
や基礎における変形が進むから，理論分野では旧来の概念やカテゴリーの
なかには意義をなくすものがあったり．新しいものが必要となってきたり
するが．それがどのようなものであるかは．実は再帰的近代化論では現段
階ではまだ明らかでないものが多いとする論者が多い。
I. 再帰的近代化論とポストモダン論
現在がとにかくなんらかの形で近代以後の段階にあり，単なる近代とは
区別されるものであることを主張するものには．再帰的近代化論ととも
に． リオタール (Lyotard,J.)らの提唱するポストモダン論がある9)。これ
と再帰的近代化論とはどのように相違するのか。（表1参照）
総括的にいうと 10). ポストモダン論がモダン以後 (Postmoderne)に志
向し．近代（モダン）の脱構造化 (De-Strukturierung), 脱概念化 (De—
Konzeptualisierung)を主として問題意識とするのにたいし，再帰的近代化
論は再モダン (Re-Moderne)に志向し，主として再構造化 (Re-Strukturie-
rung), 再概念化 (Re-Konzeptualisierung)を問題意識とする。
それ故．ポストモダン論では．これまでの社会的機構や機能の終焉． リ
オタールのいう「メタ物語」の解体や歴史の終焉を強調する観点が強いの
にたいし．再帰的近代化論では「メタ変化」を強調し．社会や政治におい
8) ebenda, S.32. 
9) Lyotard, J., La Condition Postmoderne, Paris: Les Editions de Minuit, 1979. 
10) Beck/Bo咄/Lau,a.a.O., S.13-14. 
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表1: 第1次近代化・再帰的近代化（論）・ポストモダン（論）の異同
第1次近代化 再帰的近代化（論） ポストモダン（論）
農•制度的に確定された一義的 •境界や土台的相違の複数化 ・境界の複数化もしくは消減な境界（社会諸領域の別， ・境界複数化の積極的承認 化
＇ 
自然と社会の別．知と非知 •制度的擬制として境界づけ ・境界複数化の積極的承認
との別） ることの必要性主張
•新しい制度的な諸決定課題の
（境界衝突や責任コンフリ贋 クトに際して）
般 • コンセンサスのある科学的 ・科学的根拠づけにも相互に ・根拠づけの必要性が小と
根拠づけを通した論議によ 矛盾したものがあり，それ なっている．もしくは随意
的
儡
る結論の苺出 が増加していることの承認 的な複数境界づけがおきて
基
•副次的作用と排除不可能な •不知のものがあること，選 いること
不確実性のフェードアウト 択肢には科学的とはいえな
準 畠性 化 い根拠づけ形態があること•科学的根拠づけの絶対化 の承認
礎磁
•予期せざる副次的作用（リ
スク）の考慮
・決定導出にあたりアドホッ
クな方策を通じた論議によ
る結論づけ
・社会文化的領域．制度的領 •可能なる主体領域の複数化 •可能なる主体境界の複数化
域ならびに技術的領域にお ・可能なる主体領域の複数性 •主体的な境界づけの必要性
晨
ける割り当てられた一義的 の承認 は認識されないこと
な矛盾のない境界 •肯定的擬制として主体的な ・パッチワーク的精神的態
•規定された主体領域の枠内 境界づけを行う必要性 度つまり多重的拡散的主
品贋
における人生経路の舵取り ・複数ネットワークと主体境 体
主 界との調整が制度的，集団
的．個人的に困難であるこ
体 と
性
•主体が自ら主体境界を設定
しその結果を担うこと
ヘ ・境界づけについての一義 •主体境界の根拠づけについ •主体境界を実験的もしくは
の
的．制度的．文化的．物理 ての個別化と複数化 唯美的または任意状況的に
月
的技術的，道徳的基礎 • 新しい複数アイデンティ ずらすこと
影 ティ原型への志向
響
•制度的決定と個人的決定に
畠性 おける不安定性．不確実性．期待されざる副次的作用の
の 承認
畠 • アドホックな交渉を通じて
行う協同的決定の導出（サ
プ政治）
・決定と経歴の擬制性の承認
出所：Beck/Bon/3/Lau, Theorie reflexiver Modernisierungー Fragestellungen,Hypothesen, 
Forschungsprograrnme, in: Beck/Bo叫 (Hrsg.),Die Modernisierung der Moderne, S.41,46. 
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て1つの新しい活動ルール (einneues Spielregelsystem)が生成しつつある
とし， これまでの機構や機能の再構築（再埋め込み）が必要という観点が
強い。ベックによれば，それは責任あるモダン (verantwortlicheModeme) 
を志向するものであり， リスク社会も社会がそれを自らの問題として認識
し，旧来からの考え方や行動様式や生活形態を見直すことによって解決さ
れる。それが再帰化ということであるとベックは規定している11)0 
制度や機能の境界の変更や多様化でも，ポストモダン論では旧来の境界
の消滅化，それにともなう混沌化を主張する観点が強いが，再帰的近代化
論では，制度的擬制のうえにしろ新しい境界づけを行うことの必要性，制
度上新しい決定問題があることを主張する観点が強い。その際再帰的近代
化論は，論議が明示的に行われ，何よりも決定が旧来のように権威者に依
存しなくなることを強調する。決定が不要とか不可能とかを強調するので
はなく， とにかくなんらかの形での決定が必要であることを主張する。し
たがって他面において決定が終局的なものではなく，アドホックなもので
あることが強調される。それでも意味があるという考え方である。
その前提になっているのは，人間は限定された主体，すなわち準主体で
あるという考えである。この準主体の考えは既述のように第1次近代化に
おいて妥当するものであったが，そこでは一定の形の決まった限定であ
り．例えば階級や階層により決まるという意味での準主体であった。第2
次近代化ではこうした主体の限定・境界は複数化し多様なものとなる。等
しく限定された主体といっても限定の内容や方向は種々多様となり，一定
の形の決まったものではなくなる。こうした主体限定の多様性はポストモ
ダンも主張するものであるが，再帰的近代化論ではそれを指摘するだけで
はなく．それが社会運営上擬制的なものではあるが．肯定的に受け入れら
れるものになることを主張する。
11) Beck, U., Die Risikogesellschaft—Auf dem Weg in eine andere Moderne—, in: 
Pongs, A (Hrsg.) , Inwelcher Gesellschaft leben wir eigentlich? —Gesellschajtskonzepte 
im Vergleich―, Band 1, Miinchen: Dilemma Verlag, 1999, S.51, 59. 
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この点からいえば，主体は規定上の主体 (De-jure-Subjekt) と実際上の主
体 (De-facto-Subjekt) とに区別される12)。実際上実質上は不可能な主権が，
規定上では擬制的なものとして認められるし，かつ認められる必要があ
る。ポストモダン論ではこうした擬制的なものは原則として認められな
し＼。
主体の準主体性は，第2次近代化では一面においてさらに進む。人間が
自己以外のものにとらわれ，主体を制限され限定されることは，生産力発
展にともなう生産上経済上社会上の相互関連の強化により一段と進行する
からである。近時における IT革命の進展などはこれを雄弁に物語ってい
る。人間は自己に関連する領域について自らで真に決定しうる者ではます
ますなくなっているが，他方では自ら決定する者，決定に責任をもつ者と
擬制される。ここに現在における人間存在の大きな矛盾の 1つがある。
II. 労働・企業における再帰的近代化
以上は，再帰的近代化および再帰的近代化論についての原理論・総論と
いっていいものであり， このうえに各個別領域についても各論的主張が展
開される。これは社会的関係の全領域にわたるものであるが，それは，
ベックらによると，現在のところまず次の 3分野に大別される13)。
① 不確実性についての政治的認識論 (politischeEpistemologie der Un-
gewiBheit)の分野で，主として知，非知，合理性の問題など認知論上の
構造変化を究明するものである。
② 多義性についての政治的社会学 (politischeSoziologie der Uneindeutig-
keit)の分野で，社会的状況やアイデンテイティなど社会成員の社会的諸
関係の変化を中心にした分野である。
③ 不安定性についての政治的経済学 (politischeOkonomie der Unsicher-
12) Beck/Bo叫/Lau,a.a.O., S.43. 
13) ebenda, S.53-59. 
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heit)の分野で，主として経済や政治の領域における制度的境界の変化・
薄弱化・再構造化を中心にした分野である。
本稿では，以下において，上記③のうち労働・企業・労使関係の分野の
問題を取り上げるが叫この分野では，まず，政治的理由などによりなん
らかの程度において地域（領土）に拘束される要素と，それに比較的拘束
されない要素とを区別すること，そして国際的諸要素を考慮することが肝
要である。約言すれば，第1次近代化では国民国家という枠が比較的強く
働き，そのなかで安定的発展が進んだが，第2次近代化の進行とともにそ
うした安定的要因は弱化し，地域に拘束されない要素や国際的諸要素のカ
が強まっている。しかし労働・企業について，結論を先にしていえば，一
部論者のいうような「労働社会の終焉」とか「企業体制の解体」という事
態は15)' 現在のところまだ生まれていない， というのが多くの再帰的近代
化論者の主張である。
まず，労働についてみると，種々な点で考え方の変化や境界変化がおき
ている。第1次近代化では企業と家庭との分離が進行して，稼得労働（端
的には企業労働）を中心にした産業社会体制が支配的なものとなり，そう
した産業社会体制に参加する労働と，そうではない家庭労働など非稼得労
働との分離が進む。これに基づき仕事の場所と生活の場所との分離，労働
時間と自由時間との分離などが進行した。
ところが， こうした体制のもとにおける生産力の向上により生きた労働
14) Mutz, G./Kiihnlein, I., Erwerbsarbeit, biirgerschaftliches Engagement und 
Eigenarbeit-Auf dem Weg in eine neue Arbeitsgesellschaft? Beck/Bon/3 (Hrsg.), 
a.a.O., S.191-202. Dohl, V./Kratzer, N./Moldaschl, M./Sauer, D., Auflosung des 
Unternehmens? Die Entgrenzung von Kapital und Arbeit, Beck/Bo叫 (Hrsg.),a.a.O., 
S.219-232. Schmier!, K./Heidling, E./Meil, P./Dei/3, M., Umbruch des Systems 
industrieller Beziehungen, Beck/Bon/3 (Hrsg.), a.a.O., S.233-246. 
15)例えばオッフェは「労働社会から労働無き社会への移行」を主張している。
Offe, C., Die Arbeitsgesellschaft—Die Zukuknft der Arbeit―, in: Pongs(Hrsg.),a.a.O., 
S.197-218. 大橋昭一「現在社会の動向についての一考察一再帰的近代化の経営学へ
の一章一」， 7ペー ジ。
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を不要とする生産体制が進行し，稼得労働は減少する。稼得労働以外にお
いて労働を生かす必要が増大する。こうした事態について再帰的近代化論
は，それが一時的な労働の供給と需要の不調和から生じるものではなく．
社会経済の構造変化による労働の多様化から生まれるものであり．新しい
労働のあり方を含む新しい労働構造が生まれつつあるととらえる。
これを再帰的近代化論者ムッツ (Mutz,G.) らは稼得労働減少のテー
ゼ (Theseeines abnehmenden Volumens der Erwerbsarbeit) とよんでいる叫
歴史的にみるならばこれは．コーリン・クラーク (Clark,C. G.)が提唱し
た非生産的労働増加のテーゼ17)をさらに発展させたものとみることがで
きるが． しかし再帰的近代化論では．いうまでもなくこれを第1次近代
化で形成された産業社会体制の再帰的質的変化を示す象徴的事実としてと
らえるのであって．理論的意義が異なる。これによって再帰的近代化論で
は．稼得労働以外においてボランティア労働的なものや日曜大工など家事
労働などでの労働（自己労働： Eigenarbeit)が労働形態として重要性をもっ
てくることを示さんとするのである。
また．通常の稼得労働において第1次近代化で支配的であったものはい
わゆる正規従業員，すなわちフルタイム労働者を中心にした体制である
が．近代化の進展においてこれが揺らいでいる。フルタイム労働者による
稼得労働，つまり企業労働では，旧来なんらかの形や程度において企業内
で組織（階層）編成が行われてきており，これにより企業内労働体制（内
部労働市場といわれることもある）は多くの場合．企業外の労働市場とは相
対的に分離したものとして形成され機能してきた。その意味では企業内部
労働体制と外部労働市場とははっきり境界づけられていた。
しかし． これがその後における企業の市場志向的分権化．作業の自律
16) Mutz/Kiihnlein, a.a.O., S.194. 
17) Clark, C., The Co叫itionsof Economic Progress, London: Macmillan, 1940. (大川一
司／小原敬士／高橋長太郎／山田雄三訳編『経済進歩の諸条件」勁草書房，
1953-55年）
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化．職務の市場志向的な流動化・弾力化，これらに対応するパートタイム
労働の著増などにより薄弱化し．境界づけが弱くなり，市場との連結性が
強まった。従業員の企業所属性についての制度的揺らぎ (De-
Institutionalisierung)やバーチャル化 (Virtualisierung)である。バーチャル
化は派遣労働の増加によっても一段と進行し，企業のもつ人的資源として
の資源力をバーチャルなものとする。
一言でいえば．企業内外の境界揺らぎ．企業と市場との境界薄弱化．市
湯の企業内部化である。このうち，作業の自律化は自律的作業チーム等の
形で進められているものであり．旧来の上位者による権威的なコントロー
ルと支配に代わって現れつつある注目すべきものであるが，その自律的コ
ントロールの根拠は，結局．市場経済的合理性におかれている。そうでな
ければ，それらは遂には衰滅してしまうからである18¥
このように再帰的近代化の進展にともなう企業の変化は．その方向が原
理的には分権化と市場化 (Vermarktlichung)にあり，何よりもそれに基づ
く旧来の考え方や境界の変更を生んでいる。しかし．再帰的近代化論者
デール (Dohl,V.)らによると． これらの動きについて一般に認められる
賛同はまだ得られていない19)。例えば，分権化については．それによる企
業としての統一性喪失が叫ばれ．再集権化 (Rezentralisierung)がおきてい
る例もあるし．市場化については．企業が究極的に市場に溶解してしまう
考え方に疑問が提起されている。
そこでデールらは，再帰的近代化論としても将来の企業モデルは現段階
ではまだ確定できないのであり，以上で述べた分権的企業も過渡期的なも
のとみる方が妥当であるとしている。ただし．再帰的近代化論は，企業の
18)大橋昭一「現在におけるチーム作業形態の意義と課題」［労務研究」第54巻第8
号,No.638, 2001年8月,2-10ページ。大橋昭ー／藤本くみ子「現在における自律
的作業チームの意義と発展動向一再帰的近代化の経営学への一駒ー」『関西大学商
学論集』第45巻第5号,2000年12月1ページ以下。
19) Dohl/Kratzer/Moldaschl/Sauer, Auflosung des Unternehmens? Die Entgrenzung 
von Kapital und Arbeit, a.a.O., S.222-224. 
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消滅などではなく，旧来全く別々のものとして相容れないものとされてき
た原則や原理が新しく結び付きうること．例えば自律性とコントロール性
が両立することによって，新しい社会的経済的発展の力が生まれるものと
主張する20)。
労使関係の問題は，シュミール (Schmier!,K) らによってまとめられて
いるが，基本的には労働・企業についての以上の見解と変わらない。ちな
みにドイツの労使関係は，国民経済レベルすなわち企業上部レベルにおけ
る労働組合と使用者団体との団体交渉関係，および企業・経営（事業所）
レベルでの経営協議会を中核にした経営参加関係を 2本柱とするが，最近
になって企業・経営の実情の多様化などのため実際的重点が企業・経営レ
ベルに移行し，権限の労働組合から経営協議会への移行(Machtverschiebung
von Gewerkschaften zu Betriebsraten) , 労使交渉の企業・経営化 (Verbetrieb-
lichung der Interessenvertretung) , 労働協約自治制の危機 (Gefiihrdungder 
Tarifautonomie) といった事態がおきている。労働組合員数は減少傾向にあ
り，労働組合の合同もおきている（表2参照）。しかも企業・経営レベル
においても自律的作業チームの導入などにより問題の実際的解決が職場レ
ベルで行われることが多くなって．経営協議会による参加体制も空洞化し
つつある。こうした変化は．再帰的近代化論の観点からみると，シュミー
ルらによると次の 3点にまとめられる21)。
① 企業・経営上部レベルおよび企業・経営レベルにおいて基準を設けた
り交渉する体制が，企業・経営における外部環境境界の薄弱化により弱
まっている。
② 企業・経営レベルでの労使交渉の実効力が，企業・経営内部の境界の
薄弱化により限定的なものになっている。
③ このため労働組合員の減少や集団離れ (Verbandsflucht)がおき，旧来
の団体的行動に変化がおきている。
20) ebenda, S.224-225. 
21) ebenda, S.234-235. 
ドイツ労働
年 組合同盟
(DGB) 
1990 7,938 
91 11,800 
92 11,016 
93 10,290 
94 9,768 
95 9,355 
96 8,973 
97 8,623 
98 8,311 
99 8,037 
再帰的近代化の理論の概要（大橋）
表2: 最近のドイツ労働組合員数の推移
ドイツ職員 ドイツ公法職 キリスト教労
労働組合 公務員同盟 働組合同盟 計
(DAG) (DBB) (CGB) 
509 799 309 9,555 
585 1,053 311 13,749 
578 1,095 316 13,005 
528 1,079 311 12,208 
521 1,089 307 11.685 
508 1,076 304 11.243 
501 1,102 303 10,879 
481 1,117 303 10,524 
480 1,184 303 10,278 
462 1,202 305 10,006 
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（単位：千人）
労働組合組織率
（％） 
34.9 
38.4 
36.9 
34.8 
33.4 
32.4 
31.3 
30.4 
29.7 
28.1 
注1: 労働組合組織率は労働組合員数／従属的職業活動者数
注2: 1991年は東西ドイツ合併により労働組合も東ドイツ労働者が加入したための増
加。その後減少し1999年には東西合併前程度になっている。この間の減少は西ド
イツで約150万人，東ドイツで約250万人といわれる。
注3: 労働組合の合同は1996年以降顕著で， 2002年の DGB傘下商業・サービス業関係
労組の大合同も入れると， DGB傘下の産業別労組（単位労組）は1995年16で
あったのが， 2002年には 8と半減している。
出所： Milller-Jentsch,W./Ittermann, P., lndustrielle Beziehungen, : Frankfurt (M): Campus, 
2000, S.79-85. 
こうした変化は，全般的にはグローバル化の進展，企業構造における分
権化と市場化によりおこっているものであり，労働組合からの派遣，組合
員たちの関与，経営協議会の関与について新しい様式が探究されるべきで
あるが，一般的に認められる結論的なものはまだ見出されていない， と
シュミールらは述べている。
ただしかれらは，再帰的近代化論の立場においてもこうした変化の考察
にあたっては，次の 2つの要素を区別することが肝要としている22)。第 1
は，資本の要請や近代化の論理から生まれたものではなく， ドイツ独自の
歴史的発展のなかで形成されてきた歴史的有効性 (Historiziほt) をもち，
かつ基礎的に確定された自明性 (Basisselbstverstiindlichkeit) をもつ歴史的
22) ebenda, S.234, 243-246. 
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前提たるものである。第2は．そうした歴史的前提にはならない歴史的に
変数的なもの (historischeVariablen)である。
しかもかれらによると，前者の基礎的に自明なものは普遍的妥当性
(universelle Geltung)をもつものである。すなわちそれらは，長期的に妥
当するものであり，かつすべての発展した産業資本主義諸国や発展途上の
そうした諸国にも，重点のおき所や形式に差があるとしても，中核的要素
として妥当するものである。そしてかれらは．そうした基礎的に自明なも
のとして．「企業・経営を根幹とした労働組織」「集団的労使関係の制度
化」「労使関係の国民国家的構造のなかへの埋め込み」の 3者をあげ，こ
れらのものが労使関係の少なくとも当面の前提になるという。
もっともシュミールらは．今後グローバル化がさらに進展すれば，欧州
経営協議会や世界経営協議会が生まれ．世界的な労使関係機構ができうる
こと， とくに再帰的近代化論の立場からは古典的な稼得労働に立脚しない
労使関係が形成されることを展望しうるとしているが，現段階では上記の
ように．労使関係では第1次近代化で形成されたもの，あるいはその考え
方が今後も当面は根本的部分では維持されるものとする。
これは，再帰的近代化論が再帰的近代化を脱構造化ではなくて再構造化
としてとらえる考え方をもつこととともに．そのグローバル化のとらえ方
とも関連している。労使関係が今後も基本的には国民国家的な大枠のもと
にあるものか．あるいはグローバル化によりそれを越えたものになると考
えるかどうかは. 1つにはグローバル化により国内政治体制がどのような
ものとなるかの問題に関連している。グローバル化によりそもそも政治が
重要性を失うとか，少なくとも国民国家の枠内では政治は重要性をなくす
と考えるならば．労使関係も国内的にはそれ相当に溶解的なものとなる。
しかしグローバル化のもとでも政治は基本的には国民国家的範囲で．ある
いはそれに代わる連合国家的範囲で実効的に行われると考えるならば．労
使関係の大枠は基本的にはそうした国家の枠内で決まるものとなる。
ここにおいて例えば．国際的諸要素にたいする反応もすべての国で同様
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というわけではないから，労使関係の大枠は，少なくとも当面は，こうし
た国家の枠内で決まると考えるのが再構造上現実的であるというのがシュ
ミールらの考え方である。労使関係の究極的単位が企業・経営であるとい
うのも同様な考え方によるものである。労働や経済活動の空間的単位が企
業・事業所（経営）である限り，労使関係の究極的単位が企業・経営であ
ると考えることは再構造上現実的である。こうした点にも再帰的近代化論
とポストモダン論との相違をみることができる。
IV. 小括
以上においてまず目につくことは，現在のところ再帰的近代化論として
全面にわたる統一的理論的見解がまだあるのではないことである。本稿で
中心的に取り上げたベック／ボンスの編著は， 1999年以降ドイツ研究共同
体 (DeutscheForschungsgemeinschaft)の研究費補助をうけ， ミュンヘン大
学を中心に推進された共同研究の成果報告書たるものであるが，両編者が
「はしがき」で述べているように，再帰的近代化についての理論形成の出
発点をなすものであり，再帰的近代化論の全面的提示というものにはい
たっていない。
ただ，再帰的近代化論では，旧来の第1次近代化のうえに新しい第2次
近代化が進んでおり，再帰的近代化は近代化として同一範疇では論じられ
ないものであること，第2次近代化は近代化の進展により必然的に生まれ
るものであること，第2次近代化により現出している現在の状況は，ポス
トモダン論のように単にこれまでの社会の解体や終焉として論じられるも
のではなく，その再構造化・再埋め込み， したがって再概念化として問わ
れるべきものであること，第2次近代化の中心的問題はグローバル化と個
人化による旧来の社会的関係における揺らぎや薄弱化から生じているもの
であること等については，意見が一致している。
こうした根本的蜆点にたって再帰的近代化の理論は，ベックらのいうと
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ころによれば23)' 分析的経験的に (analytisch-empirisch)に形成され検証さ
れねばならないものであるが，その一方，規範的および政治的（政策的）
な諸含意 (normativeund politische lmplikationen)をもつものでもある。か
れらはこの両面にわたり学問的作業が緒についたばかりで，今後の課題で
あるものが多いと断っているが， とくに前者の分析的経験的研究の面で十
分でないところが多い。例えばグローバル化は，再帰的近代化論の大きな
柱をなすものであるが，その分析的経験的研究も規範的政治的（政策的）
含意の研究も十分でないように思われる。
この編著でグローバル化問題を担当しているグランデ (Grande,E.)は，
再帰的近代化社会における国家の意味についてその可能性と諸条件につい
ての知識・認識を拡張することが重要になっていることを結論としてい
る24)。両編者のいうように25) ~ -っした点を含め概念や理論を創り出す子-
問的積み重ねが必要であろう。
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